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はじめに
　米国には、障害児教育に関する方針を定める法律が主として 3つある。(1) 障害児教育法（IDEA）（2004年）、(2) 
アメリカ障害者法（ADA）第 504条項、(3) 2001年落ちこぼれ防止法（NCLB）（初等中等教育改正法）である。こ
れら 3つの法律は相互に補完し合い、障害のある子供の無償で公教育を受ける権利を保障するだけでなく、インク
ルーシブな教育環境、障害児への高い期待、アカウンタビリティ、高い資格を有する教員による証拠に基づく指導
の実践を促進している。障害のある生徒はもはや教育システムの周辺部にいるのではない。ある政府役人が言うよ
うに、彼らは“中心”にいるのである。
昔と今
　米国では、政府が立法を通じて特殊教育の方針決定に大きな役割を果たしてきた。私は、1970年代に教育界に入っ
たが、ちょうどその頃、2004年 IDEAの前身である全障害児教育法（公法 94-142）が可決された。この法律が制
定される以前は、障害のある生徒の多くは寄宿施設または自宅で生活し、多くの場合、公立学校への就学が拒否され、
学ぶ機会が奪われていた。米国政府の統計によると、1970年の時点では、障害児の 5人に 1人しか就学しておらず、
多くの州で、州内の学校から聴覚障害、視覚障害、情緒障害、あるいは知的障害をもつ特定の生徒を排除する法律
があった。しかし、公法 94-142によってこうした状況は変わり、今日への道が開かれた。私たちは長い道のりを
歩んできた。素晴らしい旅だった。
　全障害児教育法（公法 94-142）の制定により、すべての障害をもつ生徒が無償で公教育を受ける権利を有する
ことになった。質までは規定されなかったが、アクセスについては明文化された。当初、障害をもつ生徒への教育
は、特殊教育諸学校や特殊学級で行われることが多く、障害をもつ生徒が近隣の学校に通うことは極めてまれだっ
た。障害のある生徒には、各自の個別教育計画（IEP）の目標を達成するために別のカリキュラムが組まれ、その
プログラムが“通常”の卒業証書の取得につながることはめったになかった。ほとんどの生徒が、出席証明書を受
け取るに過ぎなかった。
　今日では、障害のある生徒はたいてい近隣の学校に通っている。それだけでなく、その多くが、1日の授業の一
部または大部分を通常学級で受けている。多くの場合、このような環境のほうが生徒は成長する。だからといっ
て、課題が全くないということではない。課題はある。しかし、1970年代の特殊教育の状況からは大きく進歩した。
インクルーシブ教育への移行による予期せぬ、しかし素晴らしい結果の一つは、障害を持たない生徒が、障害を持
つ生徒のためにデザインされた支援と個別化された指導を高い資格を有する教員から受けることによって、大きな
恩恵を受けたということである。
　現在では、IDEAにより、初期介入プログラムおよびサービスが、対象となる 200,000人以上の乳幼児とその家
族に提供され、約 660万人の児童・生徒に対し、一人一人のニーズに合わせた特別な教育と関連サービスが提供さ
れている。また、アメリカ障害者法（504条項）により、車椅子の使用者などの障害者の公共施設・学校・交通機
関へのアクセスを容易にするため、それらの施設から物理的なバリアを取り除くことや、視聴覚障害者用の設備を
設けるなど、障害者に対する便宜の供与が義務付けられた。これらの施策は、他の多くの障害者に対する便宜と同
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2様に、障害者を持たない人々 --例えば、スーツケースや重い荷物を抱えた旅行者や、ベビーカーを押している家族、
多様なニーズを有する高齢者など --にとっても大変役立つものであった。
　現在、障害のある生徒の大部分が、以前は就学が認められなかったかもしれない自宅近くの学校に通学している。
また、以前に比べ、学校内にある別の建物や教室で授業を受けている障害生徒の数は減少し、より多くの障害生徒
が障害のない生徒と一緒に授業を受けている。障害のある生徒の通常教育カリキュラムへのアクセスが向上した。
これは、生徒が、州が設定した基準に基づく評価で良い成績を収めるためには大変重要な要素である。
　2004年の IDEA再承認により、すべての州は、2001年落ちこぼれ防止法（NCLB）で定められた通り、それぞ
れの「適正年次学力向上」の定義に沿って、障害のある子供の学習到達目標を設定することを義務付けられた。ま
た、NCLBと IDEAの二つの法律によって、各学校は、障害のある生徒に高い基準を達成させる責任を義務付けら
れている。これらの法律は、障害のある生徒のニーズを中心に据えている。障害のある生徒もはやは周辺層ではない。
障害のある生徒の成功が学校の成功の鍵を握っている。障害のある生徒の学力向上に失敗した場合、その学校は監
視対象となり、管理組織・教職員の再編や、州の教育行政機関への学校運営権の移譲などの制裁措置が加えられる。
　NCLBは、各州に、それぞれが設定した基準に基づいてすべての生徒の学力を評価することを義務付けている。
現在、半数以上の州で、一部修正した学力基準に基づく代替評価法が開発されている。これにより、対象となる障
害のある生徒（5%以下）は、自分の知識や学習成果を、大部分の生徒（重度障害のない生徒）が受けるペーパー
テストやパソコンを使って行うテストではなく、ポートフォリオによって評価してもらうことが可能になった。そ
の結果、学力向上に対する期待は高く維持しつつ、自分の知識やスキルを主流の方法で示すことができなかった重
度の障害をもつ生徒により公平な土俵が提供されることになった。
　全米教育成果評価センター（National Center on Educational Outcomes：NCEO）によると、ミネソタ大学が行った
州調査の結果、障害のある生徒の、評価およびアカウンタビリティ・システムへの参加や教育成果に肯定的な影響
を及ぼした要素が明らかになった。多くの課題が残っていることは確かであるが、以下のような肯定的な要素があ
る。
•   十分な情報を得た上での意思決定を実現するために生徒評価データを活用
•   カリキュラムへの参加およびアクセスの重視
•   基準に基づく指導によって、当該学年レベルの内容を学習する機会の増加
•   個別教育計画（IEP）の、当該学年レベルの学習内容とのつながり向上
•   障害をもつ生徒の普通学級への参加の増加
•   研究に基づく“ベスト・プラクティス”の活用増加
•   職業能力開発とのつながり向上
　中等後教育の成果は教育界の最重要課題である。統合教育、教育基準、アカウンタビリティの目的は、障害のあ
る子供および若者に対して、教育プログラムへの単なる物理的なアクセスを確保するだけでなく、主要科目だけで
なく特殊教育についての専門知識も備えた高い資格を有する教員から、質の高いカリキュラムを学ぶことができる
システムをつくることであった。これには、障害のある生徒により肯定的な成果（中途退学者・年齢超過者に相対
するものとして、高校を卒業する生徒数で測定）をもたらすという所期の目標があった。
　全米長期移行研究 2（NLTS2）は、全国標本の障害をもつ生徒の中等学校から成人になるまでの数年間の経験に
ついて報告している。これによると、1987年から 2003年の間で、障害のある生徒の高校卒業率は 17%増加した。
また、中等後教育へ進学した障害のある生徒は同期間で 2倍以上増加し、32%になった。卒業後 2年までの障害
をもつ生徒のうち、就職した生徒の割合は、1987年にはわずか 55%であったが、2003年には 70%に増加した。フェ
アファックス郡学区（FCPS：Fairfax County Public Schools）では、高校卒業者、大学進学者および／または就労者
の割合は、1998年から 2008年の過去十年間で、それ以前の何十年間に比べると劇的に増加し、90%台半ばから後
半になった。就労と自立はアメリカンドリームの不可欠の要素である。アメリカンドリームの実現は、基礎として
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3良い教育を受けるかどうかに左右される―すべての人に質の高い教育を。
　前回の再承認により、IDEAは、教育成果に対する責任の促進、親の役割の強化、証拠または研究に基づく指導
方法による生徒の学力向上に関して、NCLBの重要な原則に足並みを揃えることとなった。IDEAが個々の生徒の
ニーズに焦点を当てているのに対し、NCLBは学校の責任に焦点を当てている。しかし、両方の法律とも、その目
標は、高い期待と質の高い教育プログラムによって生徒の学力を向上させるということである。米国では、政府が
これらの主要な立法行為を通じて、特殊教育の方針決定に大きな役割を果たしてきたことは明らかである。
地方学区レベルの改革 :
　フェアファックス郡学区（FCPS）の管理者として、教師、親、生徒をサポートするためのシステムに関する新
しい取組みを幾つか紹介する。以下の 5つの領域について簡単に説明する。
(1)　通常教育学級と特殊教育学級の両方で個別化教授法の重視
(2)　高い資格を有する教員の育成
(3)　教員リーダーの活用
(4)　障害のある生徒に対する革新的な支援技術の活用
(5)　SEA-STARS（オンライン IEP データ管理システム）の作成
個別化教授法
　障害のある生徒を通常教育環境に入れることにより、通常教育および特殊教育の教師の役割が変わる。教師はも
はや教室の前方に立ち、すべての子供に対して同じことを同じ方法で教えることはできない。クラスに障害のある
生徒がいると、そのようなやり方は機能しない。個別化教授法、柔軟なグループ分け、共同ティーチングやチーム・
ティーチングなどが必要に迫られて、今や標準になっている。そして、これらの指導法により、障害のある生徒だ
けでなく、障害のない生徒も恩恵を受けていることが研究で明らかになっている。
　個別化教授法は、教師が、一人一人の生徒の違いに合わせて指導するという教授法である。“標準的な”生徒に
合わせたカリキュラムを開発するのではなく、教師は、一人一人の生徒のレディネス・レベル（準備度）や好み、
強み、興味に応じて教え方を変える。個別化教授法は、米国には極めて多様な人々が住んでいるという事実を認め
たうえで、様々なバックグラウンドや経験、能力をもつ生徒たちを一つの教室で教えることを可能にする。バージ
ニア大学のキャロル・トムリンソン（Carol Tomlinson）は、4つの個別化可能な要素を特定している。
●　内容：生徒が学習しなければならない事柄。幅広い指導コンセプトで、すべての生徒に必須内容を学ぶ機会が
提供されなければならない。ただし、学習内容の複雑さについては、各生徒の特性に合わせて調整しなければな
らない。教師は、個々の生徒のニーズに合わせて内容の提示方法（教科書、講義、実験、テープ録音された教科
書など）を変えることができる。
●　プロセス：生徒が学習内容を理解・修得するための活動。個別化プロセスの活動の例としては、足場作り
（scaffolding）、柔軟なグループ分け、生徒の興味・関心の重視、操作経験、個人に合わせた学習内容修得時間
の調節、進んだ学習者に対する学習内容の深化などがあげられる。
●　成果：生徒に学習したことを応用・発展させる最終段階のプロジェクト。 生徒には、知識を示すための様々
な方法を認めるだけでなく、様々な難度、グループワークまたは個人作業、様々な採点方法が提供されなければ
ならない。
●　学習環境：学級の機能の仕方、雰囲気。個別化されたクラスでは、生徒が一人で静かに学ぶこともできる
し、他の生徒と協力して学ぶことができる。また、多様な文化を反映した教材が提供され、教師がいないとき
に生徒が助けを求められる手順が決まっている（トムリンソン、2005、1999；ワインブレナー、1992、
1996）。
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4　教師は高度な訓練を受け、高度に熟練していなければならず、高い基準と目標達成のため、一人一人の生徒に合
わせて指導する自由裁量の余地が与えられなければならない。
高い資格を有するスタッフ
　NCLBは、学校が雇用するスタッフは「高い資格を有する」者でなければならないとしている。特殊教育教員の
場合、高い資格を有するとは、読むことや算数のような主要科目を教える資格を備えていると同時に、特殊教育免
許を保有していることをいう。この要件により、大学（総合・単科）では、免許を取得し学校に雇用される教員を
養成するために、講義課目を見直さなければならなくなった。一方、学校側では、現職教員が新しい要件を満たせ
るよう、スタッフ教育や様々なサポートを提供しなければならなくなった。この点については、フェアファックス
郡学校区（FCPS）において我々は積極的な役割を果たしてきた。我々は、48以上の教師のグループを作り、必須
分野の大学単位履修授業、ワークショップあるいはセミナーを受講させた。現職教員が要件を満たしやすくするた
め、我々は、周囲の幾つかの大学に協力を求め、学校内で授業を実施してもらった。また、FCPSでは、授業料返
還プログラムを実施し、必要な授業を受けるために必要な費用の一部を援助した。
　高度に熟練したプロの教師を確保することは極めて重要である。NCLBの高い資格を有する教員の確保という要
求事項を満たすことは、最初は難しいが、生徒の目標達成のためには不可欠であることが分かってきた。特殊教育
免許をもつ教師は特別な知識やスキルを備えている。そうした知識やスキルがあるからこそ、様々な環境下にある
多様な障害児一人一人に合わせて個別のカリキュラムや効果的な学習戦略を立て、適切な評価を実施することがで
きるのである。特殊教育教員には、一般教養科目、一般学習分野カリキュラム、教授法の知識と、生徒の学習に影
響を及ぼす文化や言語に関する努力が必要である。同様に、通常教育の教員も、障害をもつ生徒のニーズについて
ある程度、認識・理解していなければなければならない。障害をもつ生徒への教育を向上させるためには、こうし
た高度に熟練した教員を確保することが不可欠である。
　フェアファックス郡学区では、上記以外にも、高い資格を有する教師をサポートし、訓練し、確保し続けるため
に、「グレート・ビギニングス (素晴らしい始まり )」という新任教員のための研修プログラムや、「ティーチャー・
メンター」プログラムなどを実施している。また、ケーブルテレビや、オンライン指導サポートシステム「ブラッ
クボード 24-7ラーニング」、教師がワークショップを指導したり、受講して単位を取得できるティーチャー・アカ
デミーやサポートスタッフ・アカデミーなどを活用している。特に成功した改革の一つに、学校ベースのプロフェッ
ショナル・ラーニング・コミュニティーズ（Professional Learning Communities）の推進を通じた教員リーダーの継
続的育成がある。プロフェッショナル・ラーニング・コミュニティーズでは、教師がグループで集まって研究を行
なったり、公式・非公式のデータを活用してすべての生徒の指導およびクラスの焦点について知らせている。
　　　　
リーダー教員：
　リーダー教員（顧問教員）は、学級の担任教師および学校管理者にとって重要なリソースである。教育は複雑な
分野で、知るべきこと、学ぶべきことがたくさんある。リーダー教員は：
●　生徒の学力や親の関与についての連邦および州政府の要件や、学校区の方針について熟知している。一人の教
師が、教えること、生徒と親の関係に集中することや、米国において特殊教育として規制されている分野で知る
べきことをすべて知ることは困難である。教員リーダーおよびコーディネーターは、リソースとしての役割を果
たし、必要なサポートを提供することによって、学校で問題が起きないようにする。
●　言語科目や数学の学習内容について理解し、カリキュラムの構造に精通し、学習進行計画の作り方について知っ
ており、各教科と学年の関係について理解している。
●　指導計画の作成や、SMART 基準による目標設定、研究に基づく指導の実践や差別化戦略を利用するために、
公式・非公式評価データの利用法を理解している。
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5●　教員、管理者およびチームメンバーと生産的な信頼関係を築き、それを維持する。また、指導を向上させるた
めに他の人と協力して取り組まなければならない。
●　スタッフ教育プログラムを計画・実施するにあたり、成人の学習者のニーズを理解し、対応する。
●　必要なときに使用できる外部リソースについて知っている。
　これらは、多数の学校をサポートしている教員リーダーの役割のほんの一部である。各学校内で、教師をリーダー
として育成することは、プロフェッショナル・ラーニング・コミュニティーズ（PLC’s）の考え方によって支えら
れている。プロフェッショナル・ラーニング・コミュニティーズでは、教師は学年単位の小さなチームまたは学年
横断チームの一員として、データを活用することによって、介入に対する生徒の反応を理解するとともに、生徒の
ニーズに応える方法を見つけ、指導の向上に取り組む。
支援技術サービス
　生徒の教育目標の達成をサポートしてきた革新の一つに、総合支援技術（AT）サービスがある。フェアファッ
クス郡学区は、これまで長い間、ATサービスおよびサポートの向上に時間と資源を費やしてきた。教育サービス
にアクセスするために必要と判断される場合は、当該生徒に支援技術を提供することが法律で義務付けられている
が、フェアファックス郡学校区の場合、支援技術によって法律で適格と認められる生徒の数より、はるかに多くの
生徒に質的な違いがもたらされた。支援技術は、すべての生徒に対し個別化教授法を実践する際に教師が使用でき
るツールの一つである。技術を使用することの最大の可能性の一つは、障害のある生徒の教育にある。支援技術は、
障害のある生徒のカリキュラムへのアクセスを支援するため、障害を補うため、また様々な状況下において自立を
助けるために必要とされることが多い。障害のある生徒の大部分は、通常学級で障害のない生徒と一緒に学ぶこと
が可能である。多くの場合、AT機器およびサービスは、多くの障害をもつ生徒が通常学級に積極的に参加するこ
とを妨げるバリアを減少させる。その他多くの個別化の取組みと同様、特定の障害があると認定されているわけで
はないが学習に苦労している生徒にとって ATサービスが非常に有益であることも分かっている。しかし、障害の
ある生徒が最優先であることは変わらない。ここで ATの例を幾つか紹介する。
●　言語能力の低い生徒を援助するためのコミュニケーション・デバイス
●　コンピュータと補助コミュニケーション・デバイスへの適合アクセス
●　特殊学級および統合学級の両方におけるコンピュータ支援授業（CAI）
●　職業準備および職業訓練のための支援技術
　コンサルティング担当教師は、各生徒のニーズに合った機器やソフトウエアについて技術援助を提供する。また、
教員・親・生徒を対象とした体験学習を実施したり、クラスで行われる特定のプロジェクトをサポートする。
電子 IEP（個別教育計画）およびデータ管理
　障害のある生徒一人一人に対し、個別教育計画（IEP）を作成することが義務付けられている。IEPは法律によっ
て定められた文書で、その構成要素は IDEAで規定されている。ここでは全部は挙げないが、IEPには以下のよう
な内容が記載されなければならない。1)生徒の人口統計的情報、2)ミーティングの出席者、3)予測できる範囲の
個別学習目標（短期目標を含む）、4)現在の機能レベルおよび成績、5)経過報告、6)学業成績評価、7)プログラム
およびサービスの種類および期間とサービスの提供者、などである。IEPは通常 16ページで、これより長い場合
もある。通常、教師とサポートスタッフが、生徒一人一人の IEPを、毎年、正副 2通の用紙に必要事項を記入し作
成していた。この作業はスタッフの大きな負担となるだけでなく、IEPは手書きで、そのため読みにくいことが多
かった。そして、これらの極秘書類を保管するため、毎年のようにファイル用引き出しを積み重ねていかなければ
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6ならなかった。また、これらの情報は複数の通常教育教員と特殊教育のサービスプロバイダーが簡単に手に入れる
ことはできなかった。しかし、IEPがどのような指導を行うべきかをガイドするためのものであるとすれば、アク
セスしやすいものでなければならない。
　こうした状況を改善するため、フェアファックス郡学区（FCPS）は、IT企業（GENESEA）と契約を結び、
FCPSの要件に適合する電子 IEPソフトウエアシステムを共同で設計・開発した。同時に、FCPSのスタッフはオ
ンライン「目標データベース」を作成した。FCPSのオンライン IEPシステムは、SEA-STARS（Special Education 
Administrative System for Targeting and Reporting Successの略）という名前で、目標データベースは、この総合シス
テムの構成要素の一つである。SEA-STARSの目的は、生徒の IEPを電子フォーマットで保管することにより、コミュ
ニケーションと指導を向上させることである。また、IEPの法的要件を満たすとともに、州および連邦の規定通り
にデータ報告を行うために役立つ。
　SEA-STARSは、IEPミーティングで作成される IEPをプロジェクターのスクリーンで見ることができるという
理由で生徒の親にも好評である。また、生徒の親やその他の IEPチームメンバーも話題に集中しやすく、誤解を防
ぐためにも役立つ。生徒の親は IEPのコピーを持ち帰ることができる。
　教職員にとっての SEA-STARSのメリットには次のようなものがある。
●　IEP の作成は、特に新人の教師にとっては複雑で混乱しやすいが、電子システムによりその作成が容易になる。
●　複数の教師やサービスプロバイダーが、各生徒の目標や必要な教室での配慮などについての情報にオンライン
でアクセスできる。
●　タイムリーで正確な情報収集と報告が可能になる。
●　通常教育カリキュラムに沿った目標のデータバンクにオンラインでアクセスできる。これにより教師は以下が
可能になる。
　・　以下の点を達成するための指導計画を立てる。
　　　- NCLB の目標を満たす。
　　　- 統合環境における教育成果を増加させる。
　　　- 通常教育カリキュラムの授業プランおよび教材と関連させる。
　　　- 障害のある生徒の通常学級への参加を促進する。
　・　IEP を作成する。
　・　生徒のパフォーマンスに照準を当てる。
　・　親宛ての経過報告書を印刷する（読みやすい）。
●　IEP の期限および提供されるサービスについて常に把握できる。
●　指導チーム（機密保持の要求事項を満たすための適切なセキュリティーを確保）は、IEP を共同で作成すると
ともに、成績および進歩の状況についての情報を共有できる。
　新しいオンライン SEA-STARSシステムにより、教師は、電子的手段によって、データベースにデータをインプッ
ト、編集、コピー、保存することができるようになった。最新の IEPおよび過去の書類とも、許可された FCPSの
スタッフのみアクセスできる。SEA-STARSシステムは、すべての IEPと関連書類を保存するように設計されており、
そのため、FCPSでの教育期間中の各生徒の包括的な成長記録が作成できる。
　また、SEA-STARSは、学校管理者に以下のようなメリットを提供する。
●　データに基づいた経営上の決定を容易にする。
●　連邦および州のデータ報告要件を満たす。
●　障害の数や種類、クラス分け、提供されるサービスの種類などの情報がシステム全体に保管される。
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7●　特殊教育指導スタッフの配置のためのプラットフォームを提供する。
●　書類仕事が減ることにより、教員や管理者が効率的・効果的に仕事を行える。
　重要なことであるが、生徒の機密情報のプライバシーを保護するため、情報の管理および報告は安全な環境で行
われている。
結論／要約
　政府の政策、大学の研究、親の擁護・支持、教育者および実務者による革新は、米国における障害のある生徒に
対する公教育を変えた。障害のある生徒が、障害にかかわらず、優秀な成績をおさめ、自立した生産的な生活を送
り成功を収めることはもはや珍しいことではない。我々の分野には多くの課題が残っているが、教育分野の仕事は
非常に刺激的であり、やりがいがある。
アメリカにおける特殊教育の現状
